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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第97期

第３四半期
連結累計期間

第98期
第３四半期
連結累計期間

第97期

会計期間
自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (千円) 18,302,818 16,590,117 24,624,848

経常利益又は経常損失(△) (千円) △189,791 25,031 68,543

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益又は　　　
親会社株主に帰属する　　　　
四半期純損失(△)

(千円) △60,684 31,041 10,999

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △98,500 539,502 △1,022,810

純資産額 (千円) 11,216,403 10,711,525 10,292,111

総資産額 (千円) 30,883,493 27,700,892 28,380,767

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損失金額(△)

(円) △1.52 0.78 0.28

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 36.32 38.67 36.26
 

 

回次
第97期

第３四半期
連結会計期間

第98期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成27年10月１日
至 平成27年12月31日

自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 2.23 0.28
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載を

しておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第97期第３四半期の「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」は、１株当たり四半期純損失が計上さ

れており、また潜在株式が存在しないため、記載をしておりません。

４　第97期及び第98期第３四半期の「潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額」は、潜在株式が存在

しないため、記載をしておりません。

 

EDINET提出書類

株式会社ツカモトコーポレーション(E02588)

四半期報告書

 2/22



 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社の営む事業の内容について重要な変更はありませ

ん。

 また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」について重要な変更等はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判断

したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、景気は緩やかな回復基調が続いているものの、新興国経済の

減速や米国大統領選挙の影響等による株式・為替等金融市場における変動もあり、依然として先行き不透明な状況

であります。

このような環境下にあって当社グループは、2016～2018 年を計画期間とする「ツカモトクオリティの追求」を基

本方針とした新中期経営計画を策定いたしました。2016～2018 年をより活性化し、変革するための基礎作りの３ヵ

年と位置付け、経営基盤の再構築に取組んでおります。

この結果、当第３四半期連結累計期間における業績は、売上高は165億９千万円と前年同四半期と比べ、17億１千

２百万円(9.4％)の減収、営業利益は５千９百万円と前年同四半期と比べ、２億４千万円(前年同四半期営業損失１

億８千１百万円)の改善、経常利益は２千５百万円と前年同四半期と比べ、２億１千４百万円(前年同四半期経常損

失１億８千９百万円)の改善、親会社株主に帰属する四半期純利益は３千１百万円と前年同四半期と比べ、９千１百

万円(前年同四半期親会社株主に帰属する四半期純損失６千万円)の改善となりました。

セグメントの業績は、以下のとおりであります。

＜和装事業＞

ツカモト株式会社および市田株式会社における和装事業につきましては、営業管理体制・組織運営の合理化にと

もなう経費節減、不採算催事からの撤退、催事以外での売上拡大策の実施等に取り組んだ結果、売上高は減少いた

しましたが損益は改善いたしました。

その結果、売上高は37億９千７百万円と前年同四半期と比べ６億６百万円(13.8％)の減収、セグメント損失(営業

損失)は４千４百万円と前年同四半期と比べ、１億８千３百万円(前年同四半期セグメント損失(営業損失)２億２千

８百万円)の改善となりました。

＜洋装事業＞

ツカモトアパレル株式会社におけるメンズ事業及びOEM・婦人テキスタイル事業につきましては、受注額が減少し

大幅な減収となりましたが、生産拠点の見直しや経費の節減効果もあり損益は改善しました。

 ツカモトユーエス株式会社におけるユニフォーム事業につきましては、大口受注物件が増加し、増収増益となり

ました。

その結果、洋装事業全体としましては、売上高は65億５千５百万円と前年同四半期と比べ、４億７千７百万円

(6.8％)の減収、セグメント利益(営業利益)は、１億１千４百万円と前年同四半期と比べ、１億４千８百万円(前年

同四半期セグメント損失(営業損失)３千３百万円)の増益となりました。
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＜ホームファニシング事業＞

市田株式会社におけるホームファニシング事業につきましては、売上高は効率の良い店舗への絞込み等をはかり

ましたが、販売不振の店舗を補うまでには至らず減収減益となり損失の計上となりました。

その結果、売上高は36億９千４百万円と前年同四半期と比べ、２億５千２百万円(6.4％)の減収、セグメント損失

(営業損失)は４千８百万円と前年同四半期と比べ、１億１千５百万円(前年同四半期セグメント利益(営業利益)６千

７百万円)の減益となりました。

＜健康・生活事業＞

ツカモトエイム株式会社における健康・生活事業につきましては、家電量販店におけるクリーナー機および新型

マッサージ機の販売が当初の計画を下回り、減収となりました。

その結果、売上高は１７億９千６百万円と前年同四半期と比べ、２億９千９百万円(14.3％)の減収、セグメント

損失(営業損失)は１億９千７百万円と前年同四半期と比べ、６百万円(前年同四半期セグメント損失(営業損失)１億

９千万円)の減益となりました。

＜建物の賃貸業＞

株式会社ツカモトコーポレーションにおける建物の賃貸業につきましては、賃貸物件の稼働状況に大きな変化は

ありませんでしたが修繕費の増加により、減収減益となりました。

その結果、売上高は９億１千８百万円と前年同四半期と比べ、１千２百万円(1.3％)の減収、セグメント利益(営

業利益)は、３億７千１百万円と前年同四半期と比べ１千５百万円(3.9％)の減益となりました。

＜その他事業＞

その他事業につきましては、前第２四半期末に既存物流事業から撤退していることから、売上高は前年を大きく

下回りました。

その結果、売上高は12百万円と前年同四半期と比べ、１億６千万円(92.8％)の減収、セグメント損失(営業損失)

は１千４百万円と前年同四半期と比べ、４千万円(前年同四半期セグメント損失(営業損失)５千４百万円)の改善と

なりました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間の資産の部は、前連結会計年度末に比べ、受取手形及び売掛金が11億２千８百万円減

少し、たな卸資産が２億７千６百万円減少したこと等により流動資産が12億４千９百万円の減少となりました。ま

た、有形固定資産が１億４千１百万円の減少、投資その他の資産が７億１千６百万円増加したこと等により固定資

産が５億６千９百万円増加し、資産合計は６億７千９百万円減少の277億円となりました。

また負債の部は、支払手形及び買掛金が10億９千万円減少、短期借入金が14億６千８百万円増加したこと等によ

り流動負債が２億７百万円の増加となりました。また、長期借入金の15億１千８百万円の減少等により固定負債が

13億６百万円減少し、負債合計は前連結会計年度末に比べ10億９千９百万円減少の169億８千９百万円となりまし

た。

純資産は、株主資本合計が８千９百万円減少し、その他有価証券評価差額金が５億１千８百万円増加したこと等

により、純資産合計は前連結会計年度末に比べ４億１千９百万円増加し、107億１千１百万円となりました。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

また、当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針について特に定めて

おりません。

　

(4) 研究開発活動

当第３四半期連結累計期間において、該当事項はありません。

　

(5) 主要な設備

当第３四半期連結累計期間において、主要な設備の著しい変動はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 79,380,000

計 79,380,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成28年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年２月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 40,697,476 40,697,476
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は1,000株
であります。

計 40,697,476 40,697,476 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成28年12月31日 ― 40,697,476 ― 2,829,844 ― 707,461
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できませんので直前の基準日である平成28年９月30日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

   平成28年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
―

権利内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式普通株式 653,000

(相互保有株式)
― 同上

普通株式 192,000

完全議決権株式(その他)
普通株式

39,090,000
39,090 同上

単元未満株式
普通株式

762,476
― 同上

発行済株式総数 40,697,476 ― ―

総株主の議決権 ― 39,090 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、42,000株(議決権42個)含ま

れております。

２ 「単元未満株式」の普通株式には、当社所有の自己保有株式907株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成28年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
㈱ツカモトコーポレーション

東京都中央区日本橋本町
１丁目６番５号

653,000 ― 653,000 1.60

(相互保有株式)
市田㈱

東京都中央区日本橋本町
１丁目６番５号

192,000 ― 192,000 0.47

計 ― 845,000 ― 845,000 2.07

 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 
役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏　名 異動年月日

取締役
上席執行役員
営業本部付

取締役
上席執行役員
和装事業担当

荒 木 保 男 平成28年10月１日

 

 

（注）執行役員の役職の異動は、次のとおりであります。

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏　名 異動年月日

常務執行役員
営業副本部長

上席執行役員 日 吉 龍 二 平成28年10月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(平成28年10月１日から平成

28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新創監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

 

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,706,476 1,956,818

  受取手形及び売掛金 ※2  3,913,648 ※2,※3  2,785,079

  有価証券 101,609 -

  たな卸資産 ※1  2,887,544 ※1  2,611,480

  その他 692,396 698,722

  貸倒引当金 △4,856 △4,536

  流動資産合計 9,296,820 8,047,564

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 3,767,658 3,636,856

   土地 11,316,436 11,316,436

   その他（純額） 158,198 147,204

   有形固定資産合計 15,242,294 15,100,497

  無形固定資産   

   その他 47,541 42,439

   無形固定資産合計 47,541 42,439

  投資その他の資産   

   投資有価証券 3,240,605 3,983,497

   退職給付に係る資産 225,842 229,889

   その他 397,278 329,387

   貸倒引当金 △69,616 △32,384

   投資その他の資産合計 3,794,111 4,510,390

  固定資産合計 19,083,947 19,653,327

 資産合計 28,380,767 27,700,892

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 4,819,049 ※3  3,729,008

  短期借入金 5,706,000 7,174,000

  未払消費税等 149,802 114,627

  未払法人税等 53,982 124,311

  繰延税金負債 9,643 12,887

  返品調整引当金 73,900 18,000

  その他 599,968 447,084

  流動負債合計 11,412,346 11,619,919

 固定負債   

  長期借入金 3,555,000 2,036,250

  繰延税金負債 2,055,334 2,278,605

  再評価に係る繰延税金負債 12,660 12,660

  退職給付に係る負債 364,476 348,477

  役員退職慰労引当金 27,902 27,902

  資産除去債務 18,800 21,600

  その他 642,135 643,952

  固定負債合計 6,676,309 5,369,448

 負債合計 18,088,656 16,989,367
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,829,844 2,829,844

  資本剰余金 709,243 709,243

  利益剰余金 6,167,792 6,079,271

  自己株式 △101,375 △101,901

  株主資本合計 9,605,505 9,516,458

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 637,091 1,155,118

  繰延ヘッジ損益 △20,319 7,350

  土地再評価差額金 9,152 9,152

  為替換算調整勘定 7,471 2,352

  退職給付に係る調整累計額 53,209 21,091

  その他の包括利益累計額合計 686,606 1,195,066

 純資産合計 10,292,111 10,711,525

負債純資産合計 28,380,767 27,700,892
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(2) 【四半期連結損益及び包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

売上高 18,302,818 16,590,117

売上原価 13,387,054 11,738,106

売上総利益 4,915,763 4,852,011

返品調整引当金繰入額 36,900 18,000

返品調整引当金戻入額 65,800 73,900

繰延リース利益戻入額 666 161

差引売上総利益 4,945,329 4,908,072

販売費及び一般管理費   

 広告宣伝費 238,332 225,966

 旅費及び交通費 312,646 272,241

 荷造運搬費 464,544 513,388

 貸倒引当金繰入額 6,772 △1,702

 給料 1,734,604 1,637,507

 賞与 186,739 167,357

 退職給付費用 8,355 7,481

 福利厚生費 428,184 393,599

 業務委託費 550,269 387,446

 減価償却費 88,068 88,141

 賃借料 304,679 314,890

 その他 803,838 842,500

 販売費及び一般管理費合計 5,127,035 4,848,820

営業利益又は営業損失（△） △181,705 59,252

営業外収益   

 受取利息 10,919 6,993

 受取配当金 44,467 44,906

 保険配当金 5,640 5,641

 投資有価証券売却益 30,814 -

 為替差益 5,919 721

 その他 45,720 20,283

 営業外収益合計 143,481 78,545

営業外費用   

 支払利息 113,093 96,968

 手形売却損 7,047 5,806

 その他 31,425 9,991

 営業外費用合計 151,567 112,766

経常利益又は経常損失（△） △189,791 25,031

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

△189,791 25,031

法人税、住民税及び事業税 △129,107 △6,010

法人税等調整額 - -

法人税等合計 △129,107 △6,010

四半期純利益又は四半期純損失（△） △60,684 31,041

（内訳）   

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

△60,684 31,041

非支配株主に帰属する四半期純利益又は
非支配株主に帰属する四半期純損失（△）

- -
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           (単位：千円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年12月31日)

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 28,112 518,027

 繰延ヘッジ損益 △30,114 27,669

 為替換算調整勘定 △658 △5,119

 退職給付に係る調整額 △35,155 △32,117

 その他の包括利益合計 △37,816 508,460

四半期包括利益 △98,500 539,502

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △98,500 539,502

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

 

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日 　至　平成28年12月31日)

(会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」(実務対応

報告第32号　平成28年６月17日)を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、この変更による四半期連結財務諸表に与える影響額は軽微であります。

 
 

 

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 

 
当第３四半期連結累計期間

(自 平成28年４月１日　至 平成28年12月31日)

税金費用の計算 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益

に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実

効税率を乗じて計算しております。
 

 

(追加情報)

 

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日　至　平成28年12月31日）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※１ たな卸資産の内訳

 

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

商品 2,886,393千円 2,609,978千円

貯蔵品 1,150千円 1,501千円
 

 

※２ 受取手形割引高

 

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

 647,765千円 656,398千円
 

 

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形は、手形交換日をもって決済処理しております。

従って、当第３四半期連結会計期間末日は、金融機関の休日であったため四半期連結会計期間末日満期手形が以

下の科目に含まれております。

 

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第３四半期連結会計期間

(平成28年12月31日)

受取手形 ―　千円 9,650千円

受取手形割引高 ―　千円 62,680千円

支払手形 ―　千円 199,855千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
至　平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
至　平成28年12月31日)

減価償却費 211,324千円 190,986千円
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当金(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 120,153 3.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当金(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 120,136 3.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：千円)

 

報告セグメント
その他

(注)
合計

和装 洋装
ホーム

ファニシング
健康・生活 建物の賃貸 計

売上高         

 外部顧客に対する

　売上高
4,401,906 7,032,319 3,947,399 2,085,973 752,934 18,220,534 82,283 18,302,818

セグメント間の

内部売上高又は振替高
1,785 33 101 10,773 178,141 190,834 90,584 281,419

計 4,403,691 7,032,352 3,947,501 2,096,746 931,076 18,411,369 172,868 18,584,237

セグメント利益又は

セグメント損失(△)
△228,206 △33,992 67,462 △190,961 386,226 527 △54,125 △53,597

 

　(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、倉庫業等を含んでおります。

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益又は損失 金額

報告セグメント計 527

「その他」の区分の損失(△) △54,125

セグメント間取引消去 2,497

全社費用(注) △130,605

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業損失(△) △181,705
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：千円)

 

報告セグメント
その他

(注)
合計

和装 洋装
ホーム

ファニシング
健康・生活 建物の賃貸 計

売上高         

 外部顧客に対する

　売上高
3,797,278 6,555,046 3,684,742 1,796,990 745,225 16,579,283 10,834 16,590,117

セグメント間の

内部売上高又は振替高
361 - 9,860 - 173,322 183,545 1,598 185,143

計 3,797,640 6,555,046 3,694,603 1,796,990 918,547 16,762,828 12,433 16,775,261

セグメント利益又は

セグメント損失(△)
△44,988 114,481 △48,089 △197,619 371,206 194,990 △14,056 180,933

 

　(注)「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

 
２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益及び包括利益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容(差異調整に関する事項)

 (単位：千円)

利益又は損失 金額

報告セグメント計 194,990

「その他」の区分の損失(△) △14,056

セグメント間取引消去 3,048

全社費用(注) △124,729

四半期連結損益及び包括利益計算書の営業利益 59,252
 

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

　　４．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、法人税法の改正に伴い、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構

築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更したため、事業セグメントの減価償却の方法を同様に変更して

おります。

なお、この変更による当第３四半期連結累計期間のセグメント利益に与える影響は軽微であります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額又は　　　　　　　　　　
１株当たり四半期純損失金額(△)

 △１円52銭 ０円78銭

(算定上の基礎)   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は　　　
親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)(千円)

△60,684 31,041

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益金額
又は普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失
金額(△)(千円)

△60,684 31,041

普通株式の期中平均株式数(株) 39,855,764 39,851,612
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

特記事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年２月８日

株式会社ツカモトコーポレーション

取締役会　御中

 

新創監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　坂　　下　　貴　　之　　㊞

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士　　飯　　島　　　　　淳　　㊞

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ツカモ

トコーポレーションの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平成28年

10月１日から平成28年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成28年４月１日から平成28年12月31日まで)に係る

四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ツカモトコーポレーション及び連結子会社の平成28年12

月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。
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